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1 ．序論
世界のいかなる国においても、教育とは、国家の主
権の枠組みの中で「国民の育成」を目標とするもので
あるが、一方で、国際社会で求められる理念や価値を
共有しながら、それを自国の教育の中に取り入れてき
た経緯がある。
教育、科学、文化の発展を推進する国際連合の専門
機関としてのユネスコは、1946年の発足以来、国際理
解、国際協力、平和、人権、基本的自由、共生、環境、
開発、寛容、持続可能性といった価値や理念を、率先
して世界の教育現場に提示するという役割を果たして
きた。これら国際社会から提示される価値や理念は、
日本および世界の諸地域で、どのように受容されてき
たのであろうか。
従来の研究では、1953年のユネスコ協同学校への参
加、1974年の「国際教育勧告」、1994年の「国際教育
会議宣言」などに焦点をあて、国際機関としてのユネ
スコと、日本ユネスコ国内委員会あるいは文部科学省
（文部省）の対応を中心に、国際理解教育の角度から研
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究が行われてきた。それらの論稿では、ユネスコの勧
告や宣言が出された際の日本の政府の対応と、それら
の対応が行われた時代的政策的な背景を明らかにして
いる。
しかし、ユネスコの提示する価値や理念の受容につ
いて、国際教育の普及・浸透のプロセスを踏まえなが
ら論じてはいない。価値や理念が教育現場で実践され、
児童生徒に浸透したのかどうかについては考察されて
いない。さらに、国際的な比較の観点から論じられて
いない。
それを明らかにするためには、日本国内のユネスコ
の価値の受容に関する歴史的研究、価値の受容や浸透
についての計量的な研究、日本と海外の価値の受容に
関する比較教育的研究が必要であると考える。
周知のとおり、2014年をもって、国連「持続可能な
開発のための教育の10年（DESD）」は最終年を迎える。
この「持続可能な開発のための教育」の10年間の運動
の位置づけと今後の展望を考えるにあたっても、ユネ
スコの価値の受容の歴史に関する研究は、意味がある
と考える。
本論稿の目的は、上述のような歴史的研究、比較研
究、計量的研究といった課題があるなかで、その第一
段階として、ユネスコの価値や理念の受容について歴
史的に考察すること（歴史的研究）である。そのため
に基本的な文献を提示して、情報を整理することを目
標としている。
２ ．先行研究の概観
ユネスコからの提示と日本の国際理解教育との関係
について考察するにあたっては、複数の先行研究があ
る。その多くは、ユネスコと日本の国際理解教育との
関係を、歴史的な段階に分類して考察している。本論
稿では、歴史的な経緯を確認するために、重要な価値
理念が示された時期を示した年表を作成した（表 1 参
照）。
ユネスコ協同学校での実践の経験があり、文部省と
共同で理論的指導にあたった永井滋郎（1982）は、国
際理解教育の動向についてユネスコ協同学校の展開を
もとに、1953～55年の教育実験期、1956～63年の研究・
実践期、1964～69年の拡充・普及期、1969年以後の多
様化期に区分している。
嶺井（2004）は、国際理解教育政策の時期を ３ つに
区分している。第Ⅰ期（1945～1951年）は、「国際社会
復帰、ユネスコ加盟を目指す国家的プロジェクトの一
環として取り組まれた時期」、第Ⅱ期（1951～1974年）
は、「日本ユネスコ圏内委員会が中心となり、ユネスコ
活動の一環としてユネスコ協同学校中心に国際理解教
育が推進された時期」、第Ⅲ期（1974～）は「国際理解
教育が日本の国際理解教育政策の繰題として位置づけ
られた時期」としている。
近藤・榎田（2010）も、ほぼこれを踏襲している。
そこでは、第Ⅰ期（1951年～1954年）は、「ユネスコ
の理念を取り入れた日本ユネスコ国内委員会と文部省
の協働期」。第Ⅱ期（1956～1965年）は、「現実的課題
にシフトしていく文部省と日本ユネスコ国内委員会活
発期」。第Ⅲ期（1966～1974年）は、「文部省の国際理
解教育政策黎明期」、最後に1974年以降の「日本独自
型国際理解教育が展開される時期」に整理している。
このほか同じような時代的な区分をした論文に、秦莉
（2013）がある。
これらの論稿の中では、1951年以降の、ユネスコ協
同学校教育実験活動を中心にユネスコと密接な関係を
もっていた時期と、1974年以降のユネスコから乖離し
ていく時代の背景と原因の究明に焦点があたっている。
ユネスコからの乖離の原因としては、1974年のユネス
コ国内委員会の事務局の廃止や、アジア地域教育支援
計画へのシフト、ユネスコの提示する「国際的な公民
教育」像と「国家公民」を育成するという公教育との
矛盾が意識されてきたこと（嶺井、1994）（同、1998）
（同、2004）、海外帰国子女等日本における国際教育の
課題の拡大（近藤・榎田、2010）、などが指摘されて
いる。
一方、本論稿が主眼としている、人権、平和、共
生、寛容といった価値や理念そのものに着目した研究
もあるが、それらは、ある時点における価値や理念の
紹介や展開の分析であるといえる。例えば、国連やユ
ネスコの人権に関する取組みと日本の国際理解教育の
変遷について述べた米田（1995）の論稿、ユネスコ協
同学校計画における平和の研究について論述した高田
（2007）の報告、寛容（トレランス）概念について紹介
した小林（2005）の論文などがある。
上述の先行研究は、日本の国際理解教育の展開とユ
ネスコとの関係を明らかにした点で意義深い。しかし、
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次のような ３ つの点が残された課題となっていること
が指摘できる。①ユネスコの提示する価値の受容につ
いて、国際教育の普及・浸透のプロセスを踏まえなが
ら論じること。②価値や理念が教育現場で実践され、
児童生徒に浸透したのかどうかを考察すること。③最
近の「持続可能な開発のための教育」の取組みも含め
て、国際的なユネスコの価値理念の展開の中で比較考
察すること。
３ ．国際的な価値や理念の受容プロセスについて
さて、国連やユネスコの宣言や勧告が各国に受け入
れられ、どのようなプロセスで教育現場に普及してい
くのであろうか、このことについて明らかにした先行
研究はない。しかし、どのようにして、宣言や勧告に
示された価値や理念を「普及させていくべき」かにつ
いて記したガイドブックはある。例えば、「持続可能
な開発のための教育」については、ユネスコ（2010）
の“Education for Sustainable Development Lens: A 
Policy and Practice Review Tool”などがそれである
が、そこでは持続可能な開発のための教育の観点を、
教育政策や教育実践に浸透させるかが示されている。
また、これまでの宣言や勧告が海外でどのように受容
されたのかについて検討することによって、宣言や勧
告の受容のプロセスの一般的な枠組みを明らかにでき
ると考える。
３.1．条約、決議、勧告、宣言
まず、条約、決議、勧告、宣言といった様々な名称
で提示される価値や理念が、各国の政府に対してどの
表1　国際教育に関連する国連・ユネスコの動向と日本の動向
年月日 国連・ユネスコの動向 日本の動向
1946年11月 4 日 「ユネスコ憲章」発効
1948年12月10日 国際連合第 ３ 回総会「世界人権宣言」採択
1951年 6 月21日 　 第 6 回ユネスコ総会で日本のユネスコ正式加盟承認
1952年 6 月21日 「ユネスコ活動に関する法律」の制定　日本ユネスコ国
内員会成立
1952年11月12日 第 7 回ユネスコ総会「協同実験活動計画」決議
1953年 7 月 ユネスコ「世界共同社会に生きるための教育の原則と方
法に関する専門家委員会」開催
1953年 8 月 　 ユネスコ協同実験活動に中等学校4校が参加
1956年11月 第 9 回ユネスコ総会「東西文化価値の相互理解に関する
重要事業計画」（1957年から10か年実施）
ユネスコ協同学校計画に研究学校13校が参加
1956年12月18日 　 第11回国連総会において日本が国際連合に加盟
1972年 ユネスコ教育国際開発委員会 「Learning to Be」（未来の学習）」報告、その中で「共生」
の概念提示
1974年 5 月27日 中央教育審議会第23回答申「教育・学術・文化における
国際交流について」
1974年11月19日 第18回ユネスコ総会「国際理解、国際協力及び国際平和
のための教育並びに人権及び基本的自由についての教育
に関する勧告（国際教育勧告）」
1974年11月 　 文部省の機構改革。学術国際局にはユネスコ国際部を置
き、日本ユネスコ国内委員会事務局を廃止
1993年11月16日 第28回ユネスコ総会「寛容の諸原理に関する宣言」1995
年から「国際寛容年」の開始
1994年10月 8 日 第44回国際教育会議「平和、人権、民主主義のための教
育宣言（ユネスコ国際教育会議宣言）」
2002年12月10日 第57回国連総会決議国連総会　決議「持続可能な開発の
ための教育の10年」
2003年 ３ 月 2003年 ３ 月関係省庁連絡会議「我が国における「国連持
続可能な開発のための教育の10年　実施計画（2011年 6
月 ３ 日改訂）
2005年 ３ 月 1 日 「持続可能な開発のための教育の10年（UN Decade of 
Education for Sustainable Development：DESD）」の取
組み開始　2014年終了
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程度の強制力や拘束力を持つかを整理する必要がある。
そこで、条約、決議、勧告、宣言の相違について説明
する。
「条約」の特徴は、総会で ３ 分の 2 以上の賛成により
採択され、各国に承認を求めることである。「条約」が
制定された後、加盟国は 1 年以内に、その国の関係部
門に条約を提示する。日本の場合、関係省庁で検討さ
れ、国会にて条約が承認されたあと、ユネスコの事務
局長にその旨が伝達される。
「決議」とは、合意が表明されたものであるため一種
の「条約」に相当し、加盟国の行動に一定の枠をはめ
る。一方で、法的拘束力はなく、決議に従う義務のな
い「勧告」と同等であるという意見もある。
「勧告」は、「条約」とは違い、過半数の投票で採択
されたものであるが、その加盟国にその「勧告」を履
行するような拘束力はない。
「宣言」は、世界的な原則を定めたもので。ユネスコ
総会において決定される。しかし、ユネスコ憲章等に
具体的に規定はなく、「勧告」と同様、履行を求める拘
束力はない。
以上のように、条約＞決議＞勧告＞宣言の順に履行
を求める拘束力が高い。しかし、それをどう受け止め
て各国の教育に反映させるかは、最終的には、加盟国
に委ねられている。すなわち国家の裁量に任せられて
いることを指摘しておきたい。
なお、条約、決議、勧告、宣言には、具体的な展開
の仕方について書かれていないが、それをどう具体的
に実現するかについては、別途「計画」や「行動綱領」
などの文書が示されることが多い。
３.２．国の教育計画、カリキュラムへの適応
国際機関の条約、決議、勧告、宣言をどう受け止め
て各国の教育に反映させるかは、国家の裁量に任せら
れていることを指摘したが、国際機関から提示された
価値・理念が国家にとっても必要な事項で、教育の現
場で浸透させることが必要であると認識されれば、そ
れは、国の教育計画に盛り込まれることになる。
日本における教育計画とは、中央教育審議会での答
申、あるいは教育振興基本計画などがそれに相当する。
さらに各教育段階においてそれらの価値が実現するた
めには、カリキュラム・ガイドライン作成される。そ
れらは単独で作成される場合と、既存のカリキュラ
ム・ガイドラインが改編される場合がある。「学習指導
要領」の改訂がその具体的な例である。
３.３．実験学校・スクール・ネットワークの形成およ
び教員研修
カリキュラム・ガイドラインは、全国の学校に向け
られたものであるが、価値や理念の浸透を図るための
手段の一つには、特定の課題を研究し、授業実践を行
う「実験学校」を設定する方法が多く選択される。「実
験学校」は、価値や理念を実現するための実践を行う
ばかりでなく、その成果を実験学校以外にも広めるこ
とが期待されている。
これらの学校が単独で活動を行うのではなく、学校
同士が複数の連携の中で交流しながら実践を深めてい
くケースは、「スクール・ネットワーク」と呼ぶことが
できる。これら実験学校やスクール・ネットワークの
方法をとらないで、価値や理念の浸透を図るための手
段のもう一つの方法として、一定の基準を満たした学
校に認証を与える「認証制度」がある。
「教員研修」は、理念の浸透をはかるもう一つの方法
である。教員研修には、学校の運営にかかわる教員へ
の研修や、興味関心を持つ教員に向けた研修、強制的
な研修や任意の研修、国レベル、地方レベルの研修な
ど様々なスタイルがあるが、どの段階の教員研修を設
定するかによって、浸透の効果も異なってくる。
表 2　国際的な条約や勧告の受容モデル
教室での教育実践・教材開発
実験学校、スクール・ネットワーク／教員研修
カリキュラム・ガイドライン
各国の教育計画
国際的な行動綱領、行動計画
国際的な条約、決議、勧告、宣言
宮城教育大学紀要　第48巻　2013
－299－
３.4．国際的な価値・理念の受容に関するその他の
側面
ここまでは、人権、平和、共生、寛容、持続可能性
といった国際的な価値や理念の普及のプロセスについ
て学校教育を中心に述べてきた。しかし、当然のこと
ながら、こうした価値や理念が学校のみにおいて普及
されることが期待されているのではない。人権、平和、
共生、寛容、持続可能性といった理念は、当然のこと
ながら、多様な生涯教育の場面でも広く認識されるべ
き価値である。
さらに、価値や理念は、教育目標や教育哲学と成り
うるが、それを実現するためには態度や行動の変容と
結びつかなければならない。ユネスコでは、長年にわ
たって、そうした理念を、様々な教育的手法の模索や
学校の改革と一体で提示してきた。本研究では、国際
的な価値や理念の受容において、学校評価、教育方法
の変革、学校外の社会的組織との連携などについても
着目していく。
4 ．ユネスコが提示する価値・理念の日本におけ
る受容プロセス
国際的な価値や理念の受容のプロセスとして、「国際
的な条約、決議、勧告、宣言」が提示された後の「国
際的な行動綱領、行動計画」、それを受けた「各国の教
育計画」の策定、教育計画に基づいた「カリキュラム・
ガイドライン」、「実験学校」や「スクール・ネットワー
ク」「教員研修」による理念の普及の方策、学校教育の
実践に伴う「教育方法の変革」について指摘した。
本稿では、こうした受容プロセスの構成要素をもと
にマトリクスを作成し、日本において、歴史的な経緯
のなかで、どのように価値の受容・浸透が行われたの
かを簡潔に提示する作業を行った。作業にあたっては、
日本ユネスコ国内委員会作成の『手引き』等を資料と
した（附表を参照のこと）。
結果として、価値や理念の提示は、次の 4 つの段階
において分けて考えられる。
Ⅰ． 1946年11月 4 日「ユネスコ憲章」、1948年12月10
日国際連合第 ３ 回総会「世界人権宣言」による
提示
Ⅱ． 1974年11月19日第18回ユネスコ総会「国際理解、
国際協力および国際平和のための教育ならびに
人権および基本的自由についての教育に関する
勧告」による提示
Ⅲ． 1994年10月 8 日第44回ユネスコ国際教育会議「平
和、人権、民主主義のための教育に関する宣言」
による提示
Ⅳ． 2002年12月10日第57回国連総会決議国連総会「持
続可能な開発のための教育の10年」決議による
提示
別表からわかるように、ⅠとⅣの時期は「教育計画」
の策定、「カリキュラム・ガイドライン」、「実験学校」
や「スクール・ネットワーク」「教員研修」による理念
の普及の方策において、国家のレベルから学校現場ま
で積極的な関与がみられる。一方、Ⅱ、Ⅲの時期は、
国際的に価値や理念の普及が積極的に行われたにもか
かわらず、日本では系統的な受容がみられなかった時
期である。以下の各章では、それぞれの宣言や勧告に
即して、さらに考察を加える。
５ ．「ユネスコ憲章」および「世界人権宣言」
５.1． 「ユネスコ憲章」と日本国憲法、教育基本法、
学校教育法
ユネスコは、国際連合の精神を、1946年11月 4 日の
「ユネスコ憲章」に、そして、人権および基本的自由
の尊重の尊重を、1948年12月10日国際連合第 ３ 回総会
「世界人権宣言」において示した。当時の日本では、こ
うして示された平和、人権および基本的自由の尊重の
精神は、恒久平和を求めている点において戦後に成立
した日本国憲法と共通部分が大きいとみなされた。例
えば、1949年、衆参両院は「ユネスコ運動に関する決
議」を行なったが、そこでは、ユネスコ憲章の精神と
日本国憲法の関連について「憲法第 9 条によって永久
に戦争を放棄した日本国民こそ、人間の心によって永
遠の平和を築き上げることを目的とするユネスコの精
神と運動に、最大の関心を持つべき義務がある」とい
う趣旨の決議をおこなった。（衆議院1949年12月 1 日、
参議院同年11月29日）。また、1952年 8 月の日本ユネ
スコ国内委員会の発足にあたっては、ユネスコ事務局
長ハイメ・トレス・ボデーが祝辞を寄せたが、そこで
は「日本の新憲法前文とユネスコ憲章前文とが、きわ
めてよく似ていることは最も印象的かつ啓示的」だと
述べたとされている（社団法人日本ユネスコ協会連盟、
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1993）。
教育基本法の前文では，「民主的で文化的な国家を建
設して，世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする
決意を示した」「この理想の実現は，根本において教育
の力にまつべきのである」「われらは，個人の尊厳を重
んじ真理と平和を希求する人間の育成を期するととも
に，普通的に してしかも個性ゆたかな文化の創造をめ
ざす教育を普及徹底しなければならない。」と述べられ
ている。
学校教育法第18条では「学校内外の社会生活の経験
に基き、人間相互の関係について，正しい理解と協同，
自主および自律の精神を養うこと。」「郷土及び国家の現
状と伝統について，正しい理解に導き、進んで国際協
調の精神を養うこと。」などの記述がある。
このように日本ユネスコ国内委員会（1960）（1963）
の『学校における国際理解教育の手びき』では、教育
基本法、学校教育法について「国際連合憲章、ユネス
コ憲章、世界人権宣言の基本線にそって行なわれる国
際理解と国際協力のための教育とも一貫性を持つこと
のできるもの」と述べている。
５.２．「学習指導要領」の読み替え
さて「国際的な条約、決議、勧告、宣言」が提示さ
れた後の「国際的な行動綱領、行動計画」、それを受
けた「各国の教育計画」の策定。教育計画に基づいた
「カリキュラム・ガイドライン」について、1946年から
1956年の間に、価値理念を実現するための「教育計画」
や、新たな「カリキュラムガイドライン」が、特別に
策定されることはなかった。以下は『学校における国
際理解教育の手びき』等に提示された、当時のユネス
コの価値を実践するための根拠とされた「学習指導要
領」の該当箇所である。
表 3　1958年に実施された学習指導要領におけるユネスコの国際理解教育の関連記述
小学校学習指導要領
第 2 章各教科
第 1 節国語第 ３ 　指導計画作成および学習指導の方針 2 の（10）
　世界の風土や文化などに理解をもたせ、国際協調の精神や世界的視野を養うのに役だつこと。
第 2 節社会第 1 　目標の 2 第 2 各学年の目標および内容（第 6 学年） 1 目標の（ ３ ）
　世界の主要な国々の様子やわが国とこれらの国々との関係などを具体的に理解させ、現在のわが国が世界の国々から孤立しては存在
できないことに気づかせる。
第 ３ 章道徳、特別教育活動および学校行事等 
第 1 節道徳　第 1 目標
　人間尊重の精神を一貫して失わず、この精神を、家庭、学校その他各自がその一員であるそれぞれの社会の具体的な生活の中に生か
し、個性豊かな文化の創造と民主的な国家および社会の発展に努め、進んで平和的な国際社会に貢献できる日本人を育成することを目
標とする。
第 2 内容の側 
　自他の人格を尊重し、お互いの幸福を図る。
中学校学習指導要領
第 2 章各教科
第 2 節社会第 1 目標の 5
　世界におけるわが国の立場を正しく理解させ、国民としての自覚を高め、民主的で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福
祉に貢献しようとする態度を養う。
第 2 各学年の目標および内容
（第 1 学年） 1 目標の（ ３ ）
　日本や世界の各地域相互の関係がますます密接になってきたことを理解させるとともに、これらの各地域における生活を世界的視野
に立って考えさせ、国家および世界の一員としての自覚を高め、協調の精神を養う。
（第 2 学年） 1 目標の（ 5 ）
　世界におけるわが国の立場を正しく理解させ、国民としての自覚を高め、民主的で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福
祉に貢献しようとする態度を養う。
（第 ３ 学年） 1 目標の（ 5 ）
　国と国との関係は、相互に対等の立場で尊重しあい、その主権を互に尊重することによって、はじめて平和な関係を維持できるもの
であることを理解させ、国際的視野に立って、他国民と協力し、世界の平和の確立に貢献しようとする態度を養う。
第 9 節外国語
第 1 目標の ３
　外国語を通して、その外国語を日常使用している国民の日常生活、風俗習慣、ものの見方などについて基礎的な理解を得させる。
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1958年に施行された上記の学習指導要領では、上掲
のように国際理解や民主主義、人権、平和といった価
値や理念が数多く記述されている1。
このように、「ユネスコ憲章」、「世界人権宣言」に示
された、国際理解、国際協調、平和、人権、民主主義、
基本的自由の尊重の価値と理念は、1958年に施行され
第 ３ 英語についての指導計画作成および浮習指導の方針の（10）
　英語を通して英語国民についての基礎的な理解を得させることはたいせつであるが、風物や制度などの説明に深入りしないようにす
るとともに、英語学習の結果英語国民に対する偏見をもつことのないように努める。
第 ３ 章道徳　特別教育活動および学校行事等
第 1 節道徳
第 1 目標
　人間尊重の精神を一貫して失わず、この精神を、家庭、学校その他各自がその一員であるそれぞれの社会の具体的な生活の中に生か
し、個性豊かな文化の創造と民主的な国家および社会の発展に努め、進んで平和的な国際社会に貢献できる日本人を育成することを目
標とする。
第 2 内容 ３ の（ 6 ）
　国民としての自覚を高めるとともに、国際理解、人類愛の精神をつちかっていこう。 
　われわれが、国民として国土や同胞に親しみを感じ、文化的伝統を敬愛するのは自然の情である。この心情を正しく育成し、よりよ
い国家の建設に努めよう。
　しかし、愛国心は往々にして民族的偏見や排他的感情につらなりやすいものであることを考えて、これを戒めよう。そして、世界の
他の国々や民族文化を正しく理解し、人類愛の精神をつちかいながら、お互に特色ある文化を創造して、国際社会の一員として誇るこ
とのできる存在となろう。
高等学校学習指導要領
第 2 章各教科・科目
第 2 節社会第 1 款目標 4
　国際関係と世界におけるわが国の地位を理解させ、国民としての自覚を高め、民主的で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類
の福祉に貢献しようとする態度を養う。
第 2 款各科目第 2 政治・経済目標の（ 5 ）第 ３
　国際関係の基本問題を理解させ、国際社会におけるわが国の政治的、経済的および文化的地位の認識とその使命の自覚を得させ、国
際協力を進め、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする態度を養う。 
日本史 1 目標の（ 5 ）
　日本史の発展を常に世界史的視野に立って考察させ、世界におけるわが国の地位や、文化の伝統とその特質を理解させることによっ
て、国際社会において日本人の果たすべき役割について自覚させる。
世界史 A（B） 1 （ ３ ）
人類の歴史の発展には、民族、国家祖織、地域などによるそれぞれの特殊性やそれらを通ずる普遍性があり、また、その底には共通な
人間性のあることを理解させる。
（ 5 ）
　世界の学問、思想、宗教、芸術などの文化遺産を、それらが生み出された社会の背景や文化の交流の史実を通して理解させ、これを
尊重して、新しい文化を創造し発展させようとする意欲を高める。
（ 6 ）　国際社会において日本人の果たすべき役割について認識させ、国民的自覚を高め、国際協力を進め、世界の平和を確立し、人類
の福祉を増進しようとする態度を養う。
第 6 　地理Ａ
1 目標（ 1 ）
　日本および世界の政治、経済、文化などに関する諸事象の地域的特色を、地域相互の比較関連において明らかにするとともに、世界
的視野に立って考察する態度を養い、世界におけるわが国の地位を理解させて、国家や社会の形成者としての自覚を高める。
（ ３ ）
　現代社会では、世界の各地域の生活が互いに深いつながりをもって営まれ、世界の各地域はそれぞれの特性に応じてその機能を果た
そうとしていることを理解させるとともに、各地域の生活の底に流れている共通な人間性をも意識させて、国際理解に基づく国際協力
の精神と態度を基う。
第 6 節芸術第 1 款目標 4
　芸術が、人間性の円満な発達や文化の調和的発展に欠くことのできないものであることを理解させるとともに、国際間の理解や親善
に、芸術の果たす役割についても認識させる。
第 7 節外国語第 1 款目標 ３
　外国語を通して、その外国語を日常使用している国民について理解を得させる。
1  一方で、学習指導要領には、「国際社会に貢献できる日本人」「国際社会において日本人の果たすべき役割」といった表現に、74
年に臨教審の「国際社会に生きる日本人」との関連性を見つけることができる。
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た学習指導要領に包括されていると指摘されてきた。
しかし、この学習指導要領が編成されるプロセスにお
いて、「ユネスコ憲章」、「世界人権宣言」に示された価
値や理念が、どのように参考にされ、影響を与えたの
かどうかについては、先行研究がない。そこで、この
ことについては、今後研究の余地があると考える。
５.３．ユネスコ協同学校による価値と理念の普及
ユネスコは、1946年の「ユネスコ憲章」、1948年の
「世界人権宣言」において価値や理念を提示した後、そ
の具体的な普及の方策を模索していたが、数年たって
具体的な方策を考える段階となった。
1952年11月第 7 回ユネスコ総会決議「国際理解教育
協同実験活動計画」では、協同実験活動計画の実施が
決定された。これについては、次のように述べられて
いる。
「ユネスコでは1953年に新しい冒険に乗り出すことに
なるだろう。それは、さまざまな国々における少数の
学校と直接に共同作業をやることである。これらの学
校では、ユネスコの援助を受けて、世界共同社会に生
活するための教育について調整された実験的な諸活動
が編成され、そして実施されるであろう。」2 その後1953
年から発足した協同実験活動に新たに教員養成機関も
加わって「協同学校計画」と名称を改めて実験を行う
こととなった。日本では、1953年に 6 校が協同実験学
校に参加し、1956年からは13校が、そして1958年には
2 校の教員養成機関が、この「協同学校計画」に加わっ
た3。
当初の国際理解教育協同学校の革新となる価値・理
念については、以下の 1 ～ 8 の項目で示されている。
2  日本ユネスコ国内委員会編（1960）『東西文化価値の相互理解と国際理解の教育』東京 : 日本ユネスコ国内委員会、p.12
３  ユネスコ協同学校とは、英語では“UNESCO Associated school”と表記されるが、日本では、「ユネスコ協同学校」（「ユネスコ
共同学校」の表記もあり）、「ユネスコ・スクール」、「ユネスコスクール」と呼称が時期によって変遷した。
4  日本ユネスコ国内委員会編（1960）pp. 48-49より引用。
表 4　「ユネスコ執行委員会（1951～52年）」が提示した国際理解教育の目標4
1 ． 世界共同社会のために人類を教育する処置がとられないかぎり、国連憲章の精神にのっとって国際社会を造ることは不可能である
ということを明らかにすること。
2 ． 各国は、その国情と生活様式がいかに異なっていても、国際機関に協力する義務とならんでかような協力をすることにたいする利
害関係を持つということを明らかにすること。
３ ． 文明は多くの国民の寄与から生じたものであるということ、そして、すべての国民は相互に依存することが非常に多いということ
を切らかにすること。
4 ． 現在および過去における種々な国民の生活様式、その伝統、その性格、その問題と 解決方法が異なることの説明になるような、基
本的な理由を明らかにすること。
5 ． あらゆる時代を通じて、道徳的、知的、技術的な進歩は徐々に増大して、全人類の共同の遺産と なつでいるということを明らかに
すること。 世界は、まだ相反する政治的な利害と緊張とによって分離してはいるけれども 、各国民の相互依存の関係は、 日々にあ
らゆる面において一段と明確になってきている。全世界を包含する国際機関は必要であり、今や可能でもある。
6 ． 国際機構の加盟国によって自由に選ばれた取り決めは、これらの国民によって活発、かつ、効果的に支持されるかぎりにおいてのみ、
効果を持つことを明らかにすること。
7 ．とりわけ若い人たちの心の中に、この共同社会と 平和に対する責任感を呼びさますこと。
8 ．改善された国際的な理解と協力の素地ができるように、児童に健全な社会的態度の発達を奨励すること。
表 5　日本の初期ユネスコ協同学校
〔1953年参加 6 校〕
東京教育大学付属中学校
私立和光学園中学校
川崎市立田島中学校
広島大学教育学部付属中学校
東京教育大学付属高等学校
広島大学教育学部付属高等学校
〔1956年参加13校〕
宮城県遠田郡田尻町立大貫中学校
新潟市立関屋中学校
宇都宮市立一条中学校
東京都文京区立第二中学校
石川県河北群森本町立森本中学校
滋賀県神崎郡五箇荘町立五箇荘中学校
京都市立中京中学校
大阪市私立帝塚山学院中学校
山口県徳山市立太華中学校
茨城県立取手第二高等学校
東京都立三田高等学校
島根県立益田産業高等学校
高松市私立高松女子商業高等学校
〔1958年参加の教員養成機関 2 校〕
東京学芸大学
広島大学
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こうした協同学校での実践では、価値や理念を実践
することだけでなく、教育方法の改善にも目が向けら
れるようになった。当時の実践報告に目を通すと、授
業実践を中心に記述されており、評価について書かれ
ている場合はあるが、資質能力や教育方法の改善につ
いてはほとんど触れられていない。一方、当時の海外
での資料には、資質能力や教育方法についての記述が
ある。1958年に発行された“Seminars on Associated 
Schools Projects in Education for International 
Understanding and Co-operation: Some general 
observations on research and evaluation”には、同時
の実践の成果として、国際理解教育を通して付与され
るべき児童生徒のスキルや能力について言及されてい
る（表 6 ）。
1953年から発足した協同実験活動は、その後1957年
から10か年にわたって、「東西文化交流の相互価値理解
に関する重要事業計画」として実施されることになり、
翌年の国際諮問委員会「共同宣言」によって「東西文
化交流の相互価値理解」というプロジェクトが開始さ
れた。その間の協同学校の展開については、今回の論
稿の主旨ではないので省略する。
６ ．「国際理解、国際協力および国際平和のため
の教育ならびに人権および基本的自由につい
ての教育に関する勧告」
1974年11月19日の第18回ユネスコ総会「国際理解、
国際協力および国際平和のための教育ならびに人権お
よび基本的自由についての教育に関する勧告」は、こ
の時点でのユネスコの国際教育の価値や理念を、総合
してまとめたものであるとされている。「国際理解」「国
際協力」「国際平和」という ３ つの概念と、「人権」およ
び「基本的自由」の尊重が一体のものとして表明され
ている。さらに「環境」、「開発問題」などの世界的課
題の理解と解決への具体的実践を強調していることが、
ユネスコ成立当初から比べて、時代の推移を反映して
いる。
この勧告の23、41、44項では、学校教育で価値や理
念を普及するための具体的な行動計画として、協同学
校の活用が言及されている5。
VI 教育の種々の部門における活動
22 　国際的な広がり及び異文化問のもつ広がりを
発展させ及び浸透させる努力は、すべての段階
5  文部科学省「ユネスコ総会で採択された勧告一覧／Recommendations」より引用
表 6　国際理解教育で育成されるスキルや能力（1958）
（ 1 ） 知識
事実に関するもの（これまでの意味での（かならずしも従来どおりの教え方という意味ではない。原則に関するもの。教え方は環境
によって決定づけられる）
事実と原則相互に関係するもの
情報源と確かな情報など
（ 2 ） 知的な技能
たとえば国連憲章などのテストを読んで理解する能力
適切な知識を用いて新しい状況を理解する能力
理由づけや仮説に基づいた、関連があって意味のある質問ができる
（ ３ ）学習技能
適切な情報源を用いる能力
（ 4 ）特別な技能
視点や観点によって区分けされたグループのメンバーとして感情的ではなく議論を展開できる能力、正しいマナーで、機敏に自身を
もって、外国人などとも接触できる。
（ 5 ）関心
多文化に関する興味関心。
さらに深い情報を探して利用すること（他文化や世界的な規模の問題についての講義を聴いたり、記録を見たりすることが選択肢と
してあげられる。）
（ 6 ）態度
他者と友好的に共同して行動できる性質や傾向がある。
悪質な偏見から逃れている
人間の行為による問題に敏感である
異なる関心やモラルの考え方を受容できる。
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及び形態の教育において増加されるべきである。
23 　加盟国は、国際教育をユネスコの助力を得て
実施している協同学校の経験を利用すべきであ
る。加盟国における協同学校の当事者は、この
教育を他の教育機関に拡大しかつその成果の一
般的適用を図る各自の努力を強化し及び更新す
べきである。その他の加盟国においては、でき
る限り速やかに類似の活動が着手されるべきで
ある。国際教育の教育内容について成果を挙げ
た他の教育機関の経験も研究されかつ普及され
るべきである。
このように国際社会から具体的な行動計画が示され
たにもかかわらず、この74年の勧告に関して、日本で
は、「教育計画」の策定、教育計画に基づいた「カリ
キュラム・ガイドライン」の策定、「実験学校」や「ス
クール・ネットワーク」「教員研修」による理念の普及
へと展開されることがなかった。一方で、1974年の中
央教育審議会第23回答申「教育・学術・文化における
国際交流について」で示される「国際社会に生きる日
本人」の育成を目的にした国際理解教育が強調される
ことになった。その原因ついては、すでに言及したよ
うに複数の論稿がある。例えば嶺井（1988、p.86）は
次のように述べている。
1960年代後半からのユネスコ協同学校の在り方に
対する疑問や限界の認識のうえで、ユネスコとは
異なる国際理解教育の推進方法を模索していた中
で、基本的には、1974年の時点で、ユネスコが国
際理解教育の勧告を出したこと自体が既にそれほ
ど重要な意味をもつものと受け止められなかった
のである。1971年版『手びき』を改訂した『国際
理解教育の手引きの刊行は、1974年勧告からみる
と 7 年以上の時聞が経過しており、確かに「遅れ
たのであるが、国際理解教育イコールユネスコと
いう認識が薄れていた当時の省内環境では「遅れ」
と認識されたかどうかは疑問である
教育行政の側面からの考察では、1974年に実施され
た「文部省機構改革」の影響が、勧告が受容されなかっ
た原因として挙げられている。具体的には、新設され
た学術国際局にユネスコ国際部を配置して、日本ユネ
スコ国内委員会の事務を処理することにし、日本ユネ
スコ国内委員会事務局を廃止したことである（嶺井、
2004）。
７ ． 「平和、人権、民主主義のための教育に関す
る宣言」
1994年10月8日　第44回ユネスコ国際教育会議「平
和、人権、民主主義のための教育に関する宣言」も、
74年の国際教育勧告と同様に、日本では積極的な受
容・浸透が図られなかった宣言である。この宣言は、
上述の1974年の勧告を改訂したもので、実行のための
「総合的行動要綱」とともに提示された。その内容とし
ては、「平和」、「人権」、「民主主義」という価値にくわ
えて「寛容」6、「文化遺産」や「環境」の保護、そして、
2002年の決議につながる「持統可能な発展を導く生産
方法と消費様式」について言及されている。この「総
合的行動綱領」の38項では、74年勧告と同様に、学校
教育で価値や理念を普及させ方法として、ユネスコ協
同学校の活用について言及されている。
38　ユネスコは、本行動要綱の実行を試みる際に、
ユネスコ機関が有している潜在能力を、その中で
も特にユネスコの世界地域的・国際的な改革のた
めのネットワークを用いるべきである。ユネスコ
協力校プロジェクト、ユネスコクラブ、ユネスコ
協会、ユネスコ講座、アフリカ地域、アジア・太
平洋地域、ラテンアメリカ・カリブ海地域、アラ
ブ諸国、ヨーロッパ地域への主要な教育計画、ジョ
ンティアン世界会議の継続機関、そしてとりわけ
文部大臣の世界地域会議および国際会議は特別な
貢献をすべきである。これらの試みにおいて、特
に国内レベルでは、ユネスコ国内委員会の積極的
な参加は、提案された行動の有効性を高める戦略
的価値となるべきである。
6  宣言が出される前年の1993年には第28回ユネスコ総会「寛容の諸原理に関する宣言」が提出され、1995年から「国際寛容年」
が開始された。しかしこの「寛容」という価値について、日本の学校教育で広く紹介普及することはなかった。
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74年の勧告と同様に、94年の宣言でも、既存のユネ
スコ協同学校を活用して、理念の普及を図るという方
策はとられなかった。図 1 、図 2 では、世界と日本の
ユネスコ協同学校（ユネスコスクール）加盟校数の変
遷をグラフに表した。国際社会では、74年の国際教育
勧告から94年の宣言の間に ３ 倍以上、94年の国際教育
以降にも ３ 倍以上に増加している。74年から94年にま
たがるこの時期、勧告や宣言の理念の普及にあたって、
ユネスコ協同学校が積極的な役割を果たしたと考えら
れる。
ユネスコ協同学校の活動テーマとしては、1980年前
後の世界のユネスコ協同学校では、学習主題として、
①世界の諸課題とそれを解決するための国連制度の役
割、②人権、③他国文化理解、④人間と環境が取り上
げられた。1994年以降の協同学校事業の学習活動では、
①世界の関心事及び国連システムの役割、②人権、③
文化間学習、④環境に対する関心、をテーマとする学
習が優先的に行われていた（中西1988、pp. 89-108）。
Chart1: Number of ASPnet schools in the world
Data :UNESCO Assocated School Project Network Historical Review
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図 1　世界のユネスコスクール　加盟校数の増加（ICHINOSE（2013）による）
Chart2: Number of ASP net schools in Japan
Data :Japan NaƟonal CommiƟon for UNESCO
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図 2　日本のユネスコスクール　加盟校数の増加（ICHINOSE（2013）による）
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8 ．「持続可能な開発のための教育（ESD）」
8.1．国際実施計画案
最後に、「持続可能な開発のための教育（ESD）」の
理念の普及について述べる。2002年12月10日　第57回
国連総会決議国連総会「持続可能な開発のための教育
の10年」決議の扱いは、上述の74年勧告や94年宣言の
扱いとは大きな隔たりがある。それは、ユネスコがリー
ドしつつも、関連国連機関等と協力して提案し、幅広
い関係機関の承認と協力もとで推進されてきた理念で
あるということ、また、日本が率先して提起した決議
であるという背景に起因している。
2005年10月ユネスコ「国連総会　持続可能な開発の
ための教育の10年」国際実施計画案では、「持続可能な
開発のための教育」を普及するために、各国において以
下のような幅広い組織が参画すべきであるとしている。
8.２．「教育振興基本計画」と「学習指導要領」
上掲の「ESD を教育に取り込み、機能させること」
について、日本では「教育振興基本計画」という「教
育計画」に取り入れられた。以下に示すように、2008
表 7　「持続可能な開発のための教育」を形成する組織
政府および
政府間機関
・政策決定・枠組み決定
・国民との協議、インプット
・国家的国際的キャンペーン
・ESD を教育に取り込み、機能させること
市民社会お
よび NGO
・意識啓発、主張、キャンペーン、ロビー活動
・政策形成への関与とインプット
・非公的な場面での ESD の展開
・学習と活動への参加
・政府と国民の仲介
民間部門 ・企業としての取組み、トレーニング
・管理のためのモデルづくり、取り組み
・実施と評価
・持続可能な生産と消費の展開、実践の共有
表 8　教育振興基本計画における「持続可能な開発のための教育」の推進
教育振興基本計画（平成20年 7 月 1 日閣議決定）
第 ３ 章　今後 5 年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策
（ 1 ）基本的考え方
②「縦」の接続：一貫した理念に基づく生涯学習社会の実現
　また、ユネスコ（国際連合総合教育科学文化機関）においては、地球的視野で考え、様々な課題を自らの課題として捉え、身近な
ところから取り組み、持続可能な社会づくりの担い手となるよう一人一人を育成する教育（持続発展教育 /Education for Sustainable 
Development（ESD）」）が提唱されており、2005年から2014年までの10年間は、「国連持続発展教育の10年」と位置付けられている。地
球的規模での持続可能な社会の構築は、我が国の教育の在り方にとっても重要な理念の一つである。
（ ３ ）基本的方向ごとの施策
④いつでもどこでも学べる環境をつくる
【施策】
◇持続可能な社会の構築に向けた教育に関する取り組みの推進
　一人一人が地球上の資源・エネルギーの有限性や環境破壊、貧困問題等を自らの問題として認識し、将来にわたって安心して生活でき
る持続可能な社会の実現に向けて取り組むための教育（ESD）の重要性について、広く啓発活動を行うとともに、関係府省の連携を強化
し、このような教育を担う人材の育成や教育プログラムの作成・普及に取り組む。特に、ESD を主導するユネスコの世界的な学校ネッ
トワークであるユネスコ・スクール加盟校の増加を目指し、支援する。
教育振興基本計画（平成25年 6 月14日閣議決定）
第 1 部 我が国における今後の教育の全体像
Ⅲ　四つの基本的方向性
（ 1 ）社会を生き抜く力の養成　～多様で変化の激しい社会での個人の自立と協働～
（今後の学習の在り方）
○持続可能な社会の構築という見地からは、「関わり」「つながり」を尊重できる個人を育成する「持続可能な開発のための教育（ESD）」
の推進が求められており、これは「キー・コンペテンシー」の養成にもつながるものである。
第 2 部 今後 5 年間に実施すべき教育上の方策
Ⅰ　四つの基本的方向性に基づく方策
1 ． 社会を生き抜く力の養成
（ 4 ）生涯の各段階を通じて推進する取り組み
基本施策11　現代的・社会的な課題に対応した学習等の推進
【基本的考え方】
○現代的、社会的な課題に対して地球的な視野で考え、自らの問題として捉え、身近なところから取り組み、持続可能な社会づくりの担
い手となるよう一人一人を育成する教育（持続可能な開発のための教育：ESD）を推進する。
【主な取り組み】
11-1　現代的・社会的な課題等に対応した学習の推進
ユネスコスクールの質量両面における充実等を通じ地球規模での持続可能な社会の構築に向けた教育（持続可能な開発のための教育：
ESD）を推進する。
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年の閣議決定と2013年に示されたものでは、 5 年を経
過して内容的に深化がみられる。すなわち、2008年の
「教育振興基本計画」では「持続可能な開発のための教
育」を推進するためのユネスコ・スクール加盟校の増
加を目指すという内容となっているが、2013年になる
と「持続可能な開発のための教育」の推進が、OECD
の「キー・コンペテンシー」の獲得につながること
「ユネスコスクールの質量両面における充実」というよ
うに数の増加のみならず質の増加を重視する内容にか
わっている。これは、ただ単に普及を推進する状況か
ら 5 年間の間で、「教育の質を重視する方向性」へ進化
したことを意味している。
一方で2011年から実施された学習指導要領において
は、「持続可能な開発のための教育」が学習指導要領に
書きこまれた。以下は日本ユネスコ国内委員会の『ユ
ネスコスクールと持続発展教育（ESD）について』の
手引き書、および、ユネスコアジア文化センタ 「ーユネ
スコスクールホームページ」に掲載されている、学習
指導要領の該当箇所である。
表 9　2011年に実施された学習指導要領における「持続可能な開発のための教育」関連記述
小学校　
第 1 章総則第 1 　 1
　道徳教育は、教育基本法及び学校教育法に定められた教育の根本精神に基づき、人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を家庭、学校、
その他社会における具体的な生活の中に生かし、豊かな心をもち、伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛し、
個性豊かな文化の創造を図るとともに、公共の精神を尊び、民主的な社会及び国家の発展に努め、他国を尊重し、国際社会の平和と発展
や環境の保全に貢献し未来を拓く主体性のある日本人を育成するため、その基盤としての道徳性を養うことを目標とする。
第 2 章各教科
第 2 節社会　第 1 目標
（第 5 学年） 1 目標（ 1 ）
　社会生活についての理解を図り、我が国の国土と歴史に対する理解と愛情を育て、国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成
者として必要な公民的資質の基礎を養う。
第 4 節　理科第 1 目標
（第 6 学年） 1 目標（ 2 ）
　自然に親しみ、見通しをもって観察、実験などを行い、問題解決の能力と自然を愛する心情を育てるとともに、自然の事物・現象につ
いての実感を伴った理解を図り、科学的な見方や考え方を養う。
第 5 節　生活第 1 目標
　具体的な活動や体験を通して、自分と身近な人々、社会及び自然とのかかわりに関心をもち、自分自身や自分の生活について考えさせ
るとともに、その過程において生活上必要な習慣や技能を身に付けさせ、自立への基礎を養う。
中学校学習指導要領
第 1 章総則第 1 　 2
　道徳教育は、教育基本法及び学校教育法に定められた教育の根本精神に 基づき、人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を家庭、学校、
その他社会における具体的な生活の中に生かし、豊かな心をもち、伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛し、
個性豊かな文化の創造を図るとともに、公共の精神を尊び、民主的な社会及び国家の発展に努め、他国を尊重し、国際社会の平和と発展
や環境の保全に貢献し未来を拓く主体性のある日本人を育成するため、その基盤としての道徳性を養うことを目標とする。
第 2 章各教科　第 2 節社会
第 2 　各分野の目標及び内容
〔地理的分野〕2 （ 2 ）ウ（エ）
　地域の環境問題や環境保全の取組を中核として、それを産業や地域開発の動向、人々の生活などと関連付け、持続可能な社会の構築の
ためには地域における環境保全の取組が大切であることなどについて考える。
〔歴史的分野〕1 目標
　歴史に見られる国際関係や文化交流のあらましを理解させ、我が国と諸外国の歴史や文化が相互に深くかかわっていることを考えさせ
るとともに、他民族の文化、生活などに関心をもたせ、国際協調の精神を養う。
〔公民的分野〕2 内容（ 2 ）ウ（ 4 ）イ
　持続可能な社会を形成するという観点から、私たちがよりよい社会を築いていくために解決すべき課題を探究させ、自分の考えをまと
めさせる。
第 4 節理科
第 1 分野及び第 2 分野 2 内容（ 7 ）ウ（ア）
　 自然環境の保全と科学技術の利用の在り方について科学的に考察し、持続可能な社会をつくることが重要であることを認識すること。
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第 5 節音楽
〔第2学年及び第 ３ 学年〕2 内容 B 鑑賞（ 1 ）イ
　音楽の特徴をその背景となる文化・歴史や他の芸術と関連付けて理解して、鑑賞すること。我が国や郷土の伝統音楽及び諸外国の様々
な音楽の特徴から音楽の多様性を理解して、鑑賞すること。
第 6 節美術
〔第 2 学年及び第 ３ 学年〕2 内容 B 鑑賞（ 1 ）ウ
　日本の美術の概括的な変遷や作品の特質を調べたり、それらの作品を鑑賞したりして、日本の美術や伝統と文化に対する理解と愛情を
深めるとともに、諸外国の美術や文化との相違と共通性に気付き、それぞれのよさや美しさなどを味わい、美術を通した国際理解を深め、
美術文化の継承と創造への関心を高めること。
第 7 節保健体育
〔体育分野　第 ３ 学年〕2 内容 H 体育理論
　文化としてのスポーツの意義について理解できるようにする。
　スポーツは、民族や国、人種や性、障害の違いなどを超えて人々を結び付けていること。
第 8 節技術・家庭
〔家庭分野〕D（ 2 ）
　自分や家族の消費生活が環境に与える影響について考え、環境に配慮した消費生活について工夫し、実践できること。
〔技術分野〕目標
　エネルギー変換や生物育成などに関する技術が社会や環境に果たしている役割と影響について理解し、それらの技術の適切な評価・活
用について考えること。
第 9 節外国語　英語
３ （ 2 ）イ
　外国や我が国の生活や文化についての理解を深めるとともに、言語や文化に対する関心を高め、これらを尊重する態度を育てるのに役
立つこと。 
　広い視野から国際理解を深め、国際社会に生きる日本人としての自覚を高めるとともに、国際協調の精神を養うのに役立つこと。
高等学校学習指導要領
総則
　道徳教育は、教育基本法及び学校教育法に定められた教育の根本精神に 基づき、人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を家庭、学校、
その他社会における具体的な生活の中に生かし、豊かな心をもち、伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛し、
個性豊かな文化の創造を図るとともに、公共の精神を尊び、民主的な社会及び国家の発展に努め、他国を尊重し、国際社会の平和と発展
や環境の保全に貢献し未来を拓く主体性のある日本人を育成するため、その基盤としての道徳性を養うことを目標とする。
第 2 章各教科第 2 節地理歴史　世界史 A 2 内容（ ３ ）オ
　現代世界の特質や課題に関する適切な主題を設定させ、 歴史的観点から資料を活用して探求し、 その成果を論述したり討論したりする
などの活動を通して、 世界の人々が強調し共存できる持続可能な社会の実現について展望させる。
世界史 B　 2 内容（ 5 ）オ
　地球世界の課題に関する適切な主題を設定させ、歴史的観点から資料を活用して探究し、その成果を論述したり討論したりするなどの
活動を通して、資料を活用し表現する技能を習得させるとともに、これからの世界と日本の在り方や世界の人々が協調し共存できる持続
可能な社会の実現について展望させる。
日本史 A　 2 内容（ ３ ）ウ
　現代の社会やその諸課題が歴史的に形成されたものであるという観点から、近現代の歴史にかかわる身の回りの社会的事象と関連させ
た適切な主題を設定させ、資料を活用して探究し、その解決に向けた考えを表現する活動を通して、歴史的な見方や考え方を身に付けさ
せる。
日本史 B　 2 内容（ 6 ）
　現代の社会や国民生活の特色について、国際環境と関連付けて考察させ、世界の中での日本の立場について認識させる。
地理 A　 2 内容（ 1 ）ウ
　環境、 資源・エネルギー、 人工、 食料及び居住・都市問題を地球的及び地域的視野からとらえ、 地球的課題は地域を越えた課題である
とともに地域によって現れ方が異なっていることを理解させ、 それらの課題の解決には持続可能な社会の実現を目指した各国の取組や国
際協力が必要であることについて考察させる。
地理 B　 2 内容（ 2 ）
　世界の自然環境、資源、産業、人口、都市・村落、生活文化、民族・宗教に関する諸事象の空間的な規則性、傾向性やそれらの要因な
どを系統地理的に考察させるとともに、現代世界の諸課題について地球的視野から理解させる。
第 ３ 節公民
現代社会　 2 内容（ ３ ）
　持続可能な社会の形成に参画するという観点から課題を探求する活動を通して、現代社会に対する理解を深めさせるとともに、現代に
生きる人間としての在り方生き方について考察を深めさせる。
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上掲の学習指導要領については、「持続可能な開発の
ための教育」を意図して「持続可能な社会を目指す」
「持続可能な社会をつくる」といった表現がみられる
が、関連記述として提示される個所については、様々
な場面で多様な部分が関連する記述として取り上げら
れている。そこでは、「読み替え」に該当する部分もあ
ると思われる。学習指導要領に「持続可能な開発のた
めの教育」の理念が盛り込まれた背景について、さら
に丁寧に検証する必要がある。
8.３．ユネスコスクールネットワーク
2008年の「教育振興基本計画」に示されるように、
「持続可能な開発のための教育」を主導するめにユネス
コスクール加盟校の増加を目指すとしたことから、日
本で2005年に加盟が19校であったユネスコスクール加
盟校は、2013年9月の時点で615校まで増加したことは
周知の通りであろう。一方で、2005年10月　ユネスコ
「国連総会　持続可能な開発のための教育の10年」国際
実施計画案では、「持続可能な開発のための教育」を普
及させることについて、特にユネスコスクールを活用
することについては言及されていない。前掲の図 2 を
参照しても、「持続可能な開発のための教育の10年」の
期間に、日本以外の地域で、ユネスコスクールの積極
的な増加が図られたということはできない。
ユネスコスクールが示す現状のユネスコスクールの
学習テーマは、①国連システムの理解、②人権、民主
主義の理解と推進、③異文化理解、④環境についての
学習が提示されているが、これは74年から94年に至る
学習項目そのままであり、「持続可能な開発のための教
育」の学習が付け加えられているわけではない。
倫理　 2 内容（ ３ ）
　現代に生きる人間の倫理的課題について思索を深めさせ、自己の生き方の確立を促すとともに、よりよい国家・社会を形成し、国際社
会に主体的に貢献しようとする人間としての在り方生き方について自覚を深めさせる。
政治・経済 2 内容（ ３ ）
　政治や経済などに関する基本的な理解を踏まえ、持続可能な社会の形成が求められる現代社会の諸課題を探究する活動を通して、望ま
しい解決の在り方について考察を深めさせる。
高校　理科
第 ３ 款　各科目にわたる指導計画の作成と内容の取扱い
　生命を尊重し、自然環境の保全に寄与する態度の育成を図ること。また、環境問題や科学技術の進歩と人間生活にかかわる内容等につ
いては、持続可能な社会をつくることの重要性も踏まえながら、科学的な見地から取り扱うこと。
第 6 節保健体育
H 体育理論（ ３ ）エ
　スポーツを行う際は、スポーツが環境にもたらす影響を考慮し、持続可能な社会の実現に寄与する責任ある行動が求められること。
第 2 保健（ ３ ）
　社会生活における健康の保持増進には、環境や食品、労働などが深くかかわっていることから、環境と健康、環境と食品の保健、労働
と健康にかかわる活動や対策が重要であることについて理解できるようにする。
第 7 節芸術Ⅲ B 鑑賞
　時代、民族、風土、宗教などによる表現の相違や共通性などを考察し、美術文化についての理解を一層深めること。
　国際理解に果たす美術の役割について理解すること。
　文化遺産としての美術の特色と文化遺産等を継承し保存することの意義を理解すること。
工芸Ⅲ B 鑑賞
　時代、民族、風土などによる表現の相違や共通性などを考察し、工芸の伝統と文化についての理解を一層深めること。
　国際理解に果たす工芸の役割について理解すること。
　文化遺産としての工芸の特色と文化遺産等を継承し保存することの意義を理解すること。
第 8 節外国語
第 4 款各科目にわたる指導計画の作成と内容の取扱い
多様なものの見方や考え方を理解し、公正な判断力を養い豊かな心情を育てるのに役立つこと。外国や我が国の生活や文化についての理
解を深めるとともに、言語や文化に対する関心を高め、これらを尊重する態度を育てるのに役立つこと。
広い視野から国際理解を深め、国際社会に生きる日本人としての自覚を高めるとともに、国際協調の精神を養うのに役立つこと。
第 9 節家庭 2 内容（ 2 ）オ
　生活と環境とのかかわりについて理解させ、持続可能な社会を目指してライフスタイルを工夫し、主体的に行動できるようにする。
　持続可能な社会を目指したライフスタイルの確立。
　安全で安心な生活と消費について考え、生活文化を伝承・創造し、資源や環境に配慮した生活が営めるようにライフスタイルを工夫し、
主体的に行動できるようにする。
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2012年8月20日に日本ユネスコ国内委員会から示され
た「ユネスコスクールガイドライン」では、ユネスコ
スクールのあり方として、「ユネスコスクールとして大
切なこと」「持続発展教育（ESD）推進拠点として大切
なこと」と2つに分けて記述しているが、このことは、
日本において、昨今のユネスコスクール加盟校が「持
続可能な開発のための教育」を普及する目的で発展し
てきたという特質を明らかにしている7。
8.4．「持続可能な開発のための教育」の「教育にお
ける新たな方向付け」としての側面
さて、ユネスコの価値や理念とは、常に教育方法の
改善や革新とセットで提示されてきた歴史がある。「持
続可能な開発のための教育」も、当然教育目標、教育
哲学としての ｢持続可能性」を提起しているという側
面もあるが、一方で、新しい教育的潮流を踏まえたう
えでの、“Re-orientation of Education”（教育における
新たな方向付け）としての側面が強調されている。ド
イツの Transfer21、ヨーロッパの FEE Eco Schools、
スウェーデンの Green School、ニュージーランドの 
Enviro Schools、オーストラリアの Aussi などの「持
続可能な開発のための教育」のための先行するスクー
ルネットワークあるいは学校認証制度での実践を通し
て、育成すべき生徒の資質の能力や、教育における新
たな手法、学校組織の変革について、多くの知見が得
られている（表10参照）。これらについては本稿では若
干ふれるにとどめ、今後、国際比較の中で価値理念の
受容を考える際に再考したい。
9 ．結論
本論稿では、国家の教育を超えた枠組みである国際
教育の具体的な形であるユネスコの価値・理念の受容
をテーマとして論述してきた。国際的な価値や理念の
受容のプロセスとして、「国際的な条約、決議、勧告、
宣言」が提示された後の「国際的な行動綱領、行動計
画」、それを受けた「各国の教育計画」の策定、教育計
画に基づいた「カリキュラム・ガイドライン」、「実験
学校」や「スクール・ネットワーク」「教員研修」によ
る理念の普及の方策、実践に伴う「教育方法の変革」
について指摘した。
そうした受容プロセスのモデルに、Ⅰ「ユネスコ憲
章」（1946）と「世界人権宣言」（1948）、Ⅱ「国際理解、
国際協力および国際平和のための教育ならびに人権お
よび基本的自由についての教育に関する勧告」（1974）、
Ⅲ「平和、人権、民主主義のための教育に関する宣言」
（1994）、Ⅳ「持続可能な開発のための教育の10年決議」
（2002）を当てはめて、マトリクスを作成した。
その結果、「ユネスコ憲章」「世界人権宣言」と「持続
可能な開発のための教育」については、国際的な価値
や理念の受容のプロセスに従って、日本でも価値や理
念の浸透が図られたが、74年の「国際教育勧告」や94
年の「平和、人権、民主主義のための教育に関する宣
言」においては、価値や理念の導入プロセスが働かな
かったことがわかる。1946年に始まる「ユネスコ憲章」
「世界人権宣言」と2002年の「持続可能な開発のための
教育」については、ユネスコ協同学校（ユネスコスクー
ル）を活用した実践の展開などで、対比的に考察でき
7  海外のユネスコスクールでは、「持続可能な開発のための教育」は、従来からのユネスコスクールの活動に加えてその一部分、
構成要素の一つと捉えられている場合が多い（市瀬、2011）。
表10　「持続可能な開発のための教育」における「教育における新たな方向付け」
8 つ の 観 点 
Transfer21
を参照
コンペテンシー、学習方法、学習集団、学校文化、学校開放、教職員の資質資源の活用、学校教育計画
教育方法に
おける革新
自主的学習 
共同学習、協働学習 
ピア・ラーニング 
相互支援 
プロジェクト型学習（校外学習） 
探求型学習 
問題解決型学習 
教科間連携の学習
教科の枠を超えた学習
クロス・カリキュラム 
PDCA サイクル 
（目標設定→行動計画→実施→モニタリング・評価→進捗の批判的反省と改善） 
ヒドゥン・カリキュラム 
（学習の場として校舎や校庭を活用） 
多様な担い手の参画 
（委員会の設置、児童生徒や保護者の参画、地域や NPO の参画）
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るが、学習指導要領の読み替えや書き換えなどのプロ
セスに関しては、今後に残された課題があることにつ
いても言及した。
しかし、74年の勧告や94年の宣言に示された価値や
理念が、実験校やスクールネットワークを通して普及
が試みられなかったからといって、30年もの時間的経
過の中で、日本の学校現場に何らインパクトを与えな
かったということはできない。今後明らかにされるべ
きことは、今回扱ったすべての時期を通して、価値や
理念が教育現場で実践され、児童生徒に浸透したのか
どうかという、価値の受容や浸透についての計量的な
研究であろう。また、こうした受容のプロセスについ
て日本と海外で比較しながら考察する研究が必要であ
ろう。前者については、記述統計学的手法、後者につ
いては比較教育学的手法で考察することができると考
えるので、それを今後の研究課題としたい。
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附表：日本の学校教育におけるユネスコの価値・理念の受容プロセス
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
価値 / 理念 人権、国連システム、他国
理解
国際理解、国際協力、平和、
人権、基本的自由
平和、人権、民主主義 持続可能な開発
付随する価値、
理念、課題
平和、人間の尊厳・平等・
相互の尊重、民主主義、基
本的人権、男女同権、など
諸民族の権利の尊重、民族自
決、平和の維持、軍備縮小、
科学技術の平和利用、難民の
権利、人権の遵守、差別への
戦い、開発途上国援助、非識
字の根絶、病気と飢餓、生活
の改善と健康、人口問題、天
然資源の保護、文化遺産の保
護など
寛容、人権の尊重、民主主
義、平和・友情・連帯の強
化、文化的多様性の尊重、
女性への差別排除、自由の
価値、人間の尊厳、非暴力
的紛争解決、文化遺産や環
境の保護、持統可能な発展
を導く生産方法と消費様式、
など
人権、平和と安全、男女平
等、文化多様性、多文化理
解、健康、HIV/AIDS 予防、
天然資源の保護、気候変動、
農村開発、持続可能な都市
開発、防災、貧困の解消、
など
決議、勧告、
宣言、計画
1946年11月 4 日「ユネスコ
憲章」1948年12月10日国際
連合第3回総会「世界人権
宣言」
1974年11月19日　第18回ユネ
スコ総会「国際理解、国際協
力および国際平和のための教
育ならびに人権および基本的
自由についての教育に関する
勧告」
1994年10月 8 日　第44回ユ
ネスコ国際教育会議「平和、
人権、民主主義のための教
育に関する宣言」
2002年12月10日　第57回国
連総会決議国連総会　「持続
可能な開発のための教育の
10年」決議
行動綱領
実施要項
1952年第 7 回ユネスコ総会
決議「国際理解教育協同実
験活動計画」
1956年第 9 回ユネスコ総
会「東西文化交流の相互価
値理解に関する重要事業計
画」
1958年 2 月東西文化交流の
相互価値理解に関する重要
事業計画国際諮問委員会
「共同宣言」
行動綱領なし　上記宣言中
「Ⅳ教育の種々の部門におけ
る活動」に言及されている。
1994年10月 8 日「平和、人
権、民主主義のための教育
に関する宣言」に付随する
「総合的行動綱領」
2005年10月　ユネスコ「国
連総会　持続可能な開発の
ための教育の10年」国際実
施計画案
教育計画 1946年11月 ３ 日「日本国憲
法」1947 年「教 育 基 本 法」
1947年 ３ 月31日「学校教育
法」の読みかえ
教育計画に取り入れられてい
ない。（以下該当する部分は
無）
教育計画に取り入れられて
いない。（以下該当する部分
は無）
2003年 6 月「我が国におけ
る「国連持続可能な開発の
ための教育の10年　実施計
画」(2011年 6 月 ３ 日改訂）
2008年 7 月 1 日閣議決定
「教育振興基本計画」
教育振興基本計画（平成25
年 6 月14日閣議決定）
教育課程
（学習指導要
領）
小学校学習指導要領
第 2 章各教科
第 1 節国語
第 ３ 指導計画作成および学習指導の方針 2 の（10） 
第 2 節社会
第 1 目標の 2
第 2 各学年の目標および内容
（第 6 学年） 1 目標の（ ３ ）
第 ３ 章道徳、特別教育活動および学校行事等 
第 1 節道徳　第 1 目標
第 2 内容の側 
中学校学習指導要領
第 2 章各教科
第 2 節社会第 1 目標の 5
第 2 各学年の目標および内容
（第 1 学年） 1 目標の（ ３ ）
（第 2 学年） 1 目標の（ 5 ）
（第 ３ 学年） 1 目標の（ 5 ）
第 9 節外国語
第 1 目標の ３
第 ３ 英語についての指導計画作成および浮習指導
の方針の（10）
第 ３ 章道徳　特別教育活動および学校行事等
第 1 節道徳
第 1 目標
第 2 内容 ３ の（ 6 ）
小学校学習指導要領
第 1 章総則第 1 　 1
第 2 章各教科
第 2 節社会　第 1 目標
（第 5 学年） 1 目標（ 1 ）
第 4 節　理科第 1 目標
（第 6 学年） 1 目標（ 2 ）
第 5 節　生活第 1 目標
中学校学習指導要領
第 1 章総則第 1 　 2
第 2 章各教科　第 2 節社会
第 2 　各分野の目標及び内容
〔地理的分野〕2 （ 2 ）ウ（エ）
〔歴史的分野〕1 目標
〔公民的分野〕2 内容（ 2 ）ウ（ 4 ）イ
第 4 節理科
第 1 分野及び第 2 分野 2 内容（ 7 ）ウ（ア）
第 5 節音楽
〔第 2 学年及び第 ３ 学年〕2 内容 B 鑑賞（ 1 ）イ
第 6 節美術
〔第 2 学年及び第 ３ 学年〕2 内容 B 鑑賞（ 1 ）ウ
第 7 節保健体育
〔体育分野　第 ３ 学年〕2 内容 H 体育理論
第 8 節技術・家庭
〔家庭分野〕D（ 2 ）
〔技術分野〕目標
第 9 節外国語　英語
３ （ 2 ）イ
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
高等学校学習指導要領
第 2 章各教科・科目
第 2 節社会第 1 款目標 4
第 2 款各科目第 2 政治・経済目標の（ 5 ）第 ３
日本史 1 目標の（ 5 ）
世界史 A（B） 1 （ ３ ）（ 5 ）（ 6 ） 
第 6 　地理Ａ
1 目標（ 1 ）（ ３ ）
第 6 節芸術第 1 款目標 4
第 7 節外国語第 1 款目標 ３
高等学校学習指導要領　
総則
第 2 章各教科
第 2 節地理歴史　
世界史 A 2 内容（ ３ ）オ
世界史 B　 2 内容（ 5 ）オ
日本史 A　 2 内容（ ３ ）ウ
日本史 B　 2 内容（ 6 ）
地理 A　 2 内容（ 1 ）ウ
地理 B　 2 内容（ 2 ）
第 ３ 節公民
現代社会　 2 内容（ ３ ）
倫理　 2 内容（ ３ ）
政治・経済 2 内容（ ３ ）
第 5 節理科第 ３ 款
第 6 節保健体育 H 体育理論（ ３ ）エ
第 2 保健（ ３ ）
第 7 節芸術Ⅲ B 鑑賞
工芸Ⅲ B 鑑賞
第 8 節外国語第 4 款
第 9 節家庭 2 内容（ 2 ）オ
実験校・
スクール
ネットワーク
1953年より中等学校6校が
参加して、共同実験活動が
開始。1956年以来、13の研
究学校が日本ユネスコ国内
委員会から指定を受ける。
ピーク時には27校が加盟。
2005年まで加盟校数は19校
であったユネスコ協同学校
は、DESD 以降はユネスコ
スクールとして615校まで増
加（2013年9月現在）。
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